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１．問題の所在
　本稿は、戦前期の地方旧制中学校の進路状況を、
鳥取県を事例にして、県内の旧制中学5校（鳥取一
中・鳥取二中・米子中・倉吉中・育英中）の進路状
況を比較・検討し、各校の進路状況の特徴と鳥取県
全体の進路状況を明らかにすることを目的とする。
　我が国における旧制中学入学志願者は、明治当初
こそ少なかったが、大正中期以降、年々増加し、昭
和に入ってから中等教育全体は著しく量的に拡大し
ていった。本稿は、そのような戦前期における、鳥
取県内の旧制中学5校（鳥取一中・鳥取二中・米子
中・倉吉中・育英中）の進路状況を比較検討するこ
とを目的とする。具体的には、旧制高等学校・大学
予科、官公立や私立の専門学校、陸海軍関係諸学
校の入学者や、官公署、教員、実業関係等の就職
者の状況を、資料の制約上、①明治37-44年、②大
正1-8年、③大正9-15年、④昭和2-7年、⑤昭和
8-13年の5つの時期において、鳥取一中・鳥取二
中・米子中・倉吉中・育英中の生徒の進路状況を比
較・検討しながら、鳥取県全体の進路動向の特徴・
傾向を明らかにする。
　鳥取県内の旧制中学は、1873（明治6）年にその
前身が開校した鳥取第一中学（＊藩校の伝統を受け
継ぎ、開校時名称は、第四学区第十五番変則中学、
その後鳥取中学（第一尋常中学））に始まる。その後、
米子中学（第二尋常中学）が、1899（明治32）年に
開校し、1909（明治42）年には、倉吉中学が開校
した。大正に入ると、県内最初の私立中学として、
1914（大正3）年に育英中学が開校し、鳥取市内に
2つめの中学である鳥取第二中学が、1923（大正
12）年に開校した。昭和に入り、1940（昭和15）
年には境中学が開校した。
　このように鳥取県内の旧制中学の数は6校と少な
い。しかし、設置の流れは、先ず明治初期の藩校の
伝統を受け継ぎ県の東部に開校（鳥取一中）、次に
西部に開校（米子中）、そして中部に開校し（倉吉
中）、大正に入ると私学が開校し（育英中）、東部の
都市部に2校目が開校（鳥取二中）という状況であ
り、それぞれの学校の文化（校風）や地域性等も踏
まえて、進路状況の比較・検討がコンパクトに可能
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も先発旧制中学4校（安積中学・磐城中学・福
島中学・相馬中学）も、全体としては、やや減
少傾向にある。
2.  専門学校への入学者数は、官公立は、増加傾向
の中学（会津・安積・磐城）と、減少傾向の中
学（福島・相馬）に分かれた。私立は、増加傾
向の中学（安積）と、横ばい傾向の中学（磐城・
相馬）と、減少傾向の中学（会津・福島）に分
かれた。会津中学は、私立専門学校の入学者数
の全体は、一番多い。
3.  軍関係諸学校への入学者数は、昭和10年以降、
すべての中学で、大幅に増加している。会津中
学は、軍関係諸学校の入学者数の全体は、一番
多い。
4.  官公署へ就職する者は、すべての中学で増加し
ている。
5.  教員、実業関係、その他の職種等の者の数は、
各中学によって差が見られる。
　これらの先行研究も踏まえて、本稿では、鳥取県
内の旧制中学5校（鳥取一中・鳥取二中・米子中・
倉吉中・育英中）の進路状況を比較・検討しながら、
各校の進路動向と鳥取県全体の進路動向を明らかに
する。
　なお、分析の時期を先に示したとおり、資料の制
約上、①明治37-44年、②大正1-8年（各8年ごと）、
③大正9-15年、④昭和2-7年、⑤昭和8-13年（各
6年ごと、大正11年は資料無し）の5つの時期に分
けた。資料の制約とは具体的には以下の2点である。
1.  進路の先のデータが、明治37年以降、大正11
年を除いて、昭和13年までであること。
2.  進路先のカテゴリーが、大正9年から変化した
こと。
　そのため、進路先のカテゴリーが変化する前の明
治期と大正前期、そして変化後の大正後期と、昭和
前期を軍国主義化が進む前と後の、計5つの時期に
分けて分析した。また、上級学校入学者は、筆者の
これまでの先行研究と同様に中途退学の進学者も含
めた。これは、その理由としては、旧制高等学校へ
の入学者において、中学校4年修了での進学者が2
割から過半数を占めたこと、専門学校への入学者に
であると思われる。また、これら5校の内、公立の
4校は新制高校になっても県内の進学校として上位
を占め、昭和50年代の初めまでは、県内の中卒浪
人のほぼ全てが、この4校の受験に失敗した生徒で
あったという指摘もあり1）、戦前・戦後の鳥取県内
の中等学校の進路選択の全体像を検討するうえで、
これらの学校を事例として検討することは、意義が
あると思われる。
　筆者はこれまで、1998年の日本教育社会学会大
会において、熊本県を事例にして、明治期に開校し
た伝統校2校（済々黌中学、熊本中学）に焦点を当
てて、昭和初期（2-13年）の熊本県の旧制中学校生
の進路状況を、3年ごとに4つの時期に分けて考察
して、以下の4点を明らかにした。
1. 高等学校・大学予科、専門学校への入学者は
横ばい傾向にある。
2. 軍関係諸学校への入学者は、県全体で激増（特
に上記2校）している。
3. 官公署に就職する者は、徐々に増加している。
4. 明治期開校の伝統校グループと、大正期以降
開校の後発校グループ、私学グループにおい
て、進学先に格差が生じている。
　また、筆者は同時期の、東北地域全体における旧
制中学校生の進路状況についても概略的に検討し
た、その結果、以下の4点を明らかにした2）。
1.  高等学校・大学予科への入学者の割合は、年々
減少している。
2.  専門学校への入学者の割合は、官公立も私立も
横ばい傾向にある
3.  軍関係諸学校への入学者の割合は、昭和11年
以降、特に増加している。
4.  官公署に就職する者の割合も、昭和11年以降、
特に増加している。
　さらに、福島県を事例にして、歴史的な独自性が
考えられる会津中学校生の昭和2-13年の時期にお
ける進路状況の推移を、先発旧制中学4校（安積中
学・磐城中学・福島中学・相馬中学）の生徒の進路
状況と比較・検討した結果、以下の点を明らかにし
た3）。
1.  高等学校・大学予科への入学者数は、会津中学
－59－渡辺一弘：戦前期地方旧制中学校生徒の進路選択に関する研究－鳥取県の事例を中心に－
巻（大正14年、15年）』。
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第九
巻（昭和2年、3年）』。 
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十
巻（昭和4年、5年）』。
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十
一巻（昭和6年、7年、8年、9年、10年）』。
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十
二巻（昭和11年、12年、13年、15年）』4）。 
３．結果と考察
（１）①明治37-44年、②大正1-8年の時期の進路状況
について
　表1から、明治37-44年、大正1-8年の鳥取県内
の中学生の進路状況の変化を見てみる。なおこの
データに該当する中学は、鳥取一中と米子中の2校
である。先ず進学者についてだが、高等学校、官公
私立諸学校（専門学校等）への入学者数は漸次、増
加傾向にある。この時期は最初に指摘したとおり、
全国的にも旧制中学の拡大期に該当し、それに対応
して高等教育への進学率も上昇している時期でもあ
り、当然のことと考えられる。
　次に就職者等についてだが、官吏・教員へ就職す
る者、実業関係に就職する者、その他の者、それぞ
れが大きく増加している。官吏・教員へ就職する者、
実業関係に就職する者については、最初から進学を
希望しなかった者と、進学を希望していたが、学力
的理由・経済的理由等で就職した者が考えられる。
その他の者については、上記以外の就職者と、いわ
ゆる浪人生、不明者であると考えられる。
　表2は、鳥取一中の明治37-44年、大正1-8年の
進路状況をまとめたものである。先ず進学者につい
てだが、高等学校、官公私立諸学校（専門学校等）
への入学者数は、県全体の傾向と同様に漸次、増加
傾向にある。
　次に就職者等についてだが、官吏・教員へ就職す
る者、実業関係に就職する者は、それぞれが同様に
大きく増加している。その他の者については、やや
減少しているが、この項目については資料の限界も
あり、学校によってデータに少し差が生じている。
おいても、中途退学の進学者が見られたこと、軍関
係諸学校への入学者においては、年によってはその
内の7割から8割を中途退学の進学者が占め、無視
できないと考えたからである。就職者に関しても、
これまでの先行研究と同様に、実業関係等の就職者
のみ、中途退学者も含めた。その理由は、分析資料
の「退学事由別員数」に「実業ニ就キタルニ依ル者」
の項目があるからである。
２．分析方法と分析資料
（１）分析方法
　本稿では、以下の方法で分析を行う。
１）戦前期を、①明治37-44年、②大正1-8年、③
大正9-15年、④昭和2-7年、⑤昭和8-13年の5
つの時期に分け、①②の前半の時期と、③④⑤の
後半の時期に分けて、それぞれの時期の県全体の
中学生の進路状況と、5校の進路状況の特徴を明
らかにする。
２）各中学の学校関係資料も利用し、進路状況に
関する量的データ（学校内の統計データ）や質的
データ（言説等）から、進路状況の比較・検討を
行う。
（２）分析資料
　分析資料は以下のものを用いた。
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第一
巻（明治37年、38年、39年）』。
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第二
巻（明治40年、41年、42年、43年5月）』。
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第三
巻（明治43年10月、44年、45年、大正元年）』。
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第四
巻（大正2年、3年、4年）』。
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第五
巻（大正5年、6年、7年）』。
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第六
巻（大正8年、9年、10年）』。
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第七
巻（大正12年、13年）』。
・文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第八
島根県立大学松江キャンパス研究紀要第59号（2020年）－60－
る者は、少し増えているが、実業関係に就職する者
は、減少している。ただこの点については、元々が
多かったのでは、という解釈も成り立つ。その根拠
としては、以下の様な背景があるからである。
　「鳥取の中学校（＊鳥取一中）が士族の学校とし
て出発したのに対して、米子中学は最初から平民学
校であった。入学するものは米子の商人たちの師弟
が多かったのである。そして、米子附近の農村の出
身者たちがそれにまじっていた」5）
このことは卒業生の進路未定者等の把握が、学校に
よって相違があるということであるので、横ばい傾
向にあると判断してもいいであろう。
　表3は、米子中の明治37-44年、大正1-8年の進
路状況をまとめたものである。先ず進学者について
だが、高等学校、官公私立諸学校（専門学校等）へ
の入学者数は、この時期の全国的な傾向と異なり、
どちらも減少しているのが特徴的である。
　次に就職者等についてだが、官吏・教員へ就職す
表1  鳥取県内中学、明治37-44年、大正1-8年卒業者（中途退学者含）の進路状況
 高等学校入学者
官公私立諸
学校入学者
官吏又ハ教
員トナリタル
者
實業ニ就キ
タル者 其ノ他ノ者 合計（人）
①M37-44 58 517 97 236 439 1,347
②T1-8 64 709 157 399 630 1,959
合計（人） 122 1,226 254 635 1,069 3,306
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第一巻(明治37年、38年、39年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第二巻(明治40年、41年、42年、43年5月)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第三巻(明治43年10月、44年、45年、大正元年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第四巻(大正2年、3年、4年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第五巻(大正5年、6年、7年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第六巻(大正8年、9年、10年)』より作成。
表2  鳥取一中、明治37-44年、大正1-8年卒業者（中途退学者含）の進路状況
 高等学校入学者
官公私立諸
学校入学者
官吏又ハ教
員トナリタル
者
實業ニ就キ
タル者 其ノ他ノ者 合計（人）
①M37-44 27 288 37 85 359 796
②T1-8 34 314 60 156 350 914
合計（人） 61 602 97 241 709 1,710
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第一巻(明治37年、38年、39年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第二巻(明治40年、41年、42年、43年5月)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第三巻(明治43年10月、44年、45年、大正元年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第四巻(大正2年、3年、4年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第五巻(大正5年、6年、7年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第六巻(大正8年、9年、10年)』より作成。
表3  米子中、明治37-44年、大正1-8年卒業者（中途退学者含）の進路状況
 高等学校入学者
官公私立諸
学校入学者
官吏又ハ教
員トナリタル
者
實業ニ就キ
タル者 其ノ他ノ者 合計（人）
①M37-44 27 217 60 151 80 535
②T1-8 15 213 64 127 160 579
合計（人） 42 430 124 278 240 1,114
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第一巻(明治37年、38年、39年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第二巻(明治40年、41年、42年、43年5月)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第三巻(明治43年10月、44年、45年、大正元年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第四巻(大正2年、3年、4年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第五巻(大正5年、6年、7年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第六巻(大正8年、9年、10年)』より作成。
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傾向にある。軍関係諸学校は、県全体の傾向と同様
に④期に減って⑤期に大幅に増えている。
　次に就職者等についてだが、官公署、実業界へ就
職する者は増加しているが、教員になる者は逆に減
少している。その他の者は、昭和以降は横ばい傾向
にあるといえる。
　 表6は、 米 子 中 の 大 正9-15年、 昭 和2-7年、
8-13年の進路状況をまとめたものである。先ず進
学者についてだが、高等学校・大学予科、官公立専
門学校への入学者数は、④期に少し増えて⑤期に減
少しているのに対し、 私立専門学校は減少傾向にあ
る。逆に軍関係諸学校は、増加傾向にある。
　次に就職者等についてだが、官公署へ就職する者
は増加しているが、教員になる者は逆に減少してい
る。この傾向は鳥取一中と同じである。実業界へ就
職する者は、④期に増えて⑤期に減少している。そ
の他の者は、増加傾向にある。
　 表7は、 倉 吉 中 の 大 正9-15年、 昭 和2-7年、
8-13年の進路状況をまとめたものである。先ず進
学者についてだが、高等学校・大学予科への入学者
数は、④期に増えて⑤期に減少しているのに対し、
官公立専門学校、私立専門学校は減少傾向にある。
軍関係諸学校は、⑤期に大幅に増加傾向している。
後発の学校なので、入学者数自体はまだ少ないが、
進路傾向は鳥取一中と同じであることが分かる。
　次に就職者等についてだが、官公署と実業界へ就
職する者は増加しているが、教員になる者は逆に減
少している。その他の者は、④期に増えて⑤期に減
少している。
　 表8は、 育 英 中 の 大 正9-15年、 昭 和2-7年、
8-13年の進路状況をまとめたものである。先ず進
学者についてだが、入学者数の全体が、先の公立中
学に比べて非常に少ないことが分かる。具体的に
は、高等学校・大学予科への入学者数は、③期から
⑤期の間で一桁である。官公立専門学校、 私立専門
学校も各時期40名未満であり、全体としては減少
傾向にある。軍関係諸学校への入学者も極端に少な
いことが分かる。私立の育英中は、鳥取県中部に中
学が無かったので、青年に教育の機会を与えるべく
設立者の豊田太藏が独力で立ち上げた学校であった
　その他の者については、倍増しているがデータの
中身については、先に言及した様に、判断が難しい。 
（２）③大正9-15年、④昭和2-7年、⑤昭和8-13年の時
期の進路状況について
　表4-8は、大正9-15年、昭和2-7年、8-13年の
鳥取県内と各中学別の進路状況の変化をまとめたも
のである。このデータに該当する中学は、鳥取一中
と米子中の2校に加えて、倉吉中、育英中、鳥取二
中の計5校である。また、最初に示したように進路
先のカテゴリーが、大正9年から変化した。具体的
には、進学者は高等学校入学者に大学予科入学者が
加わり、専門学校が公立と私立に分かれ、軍関係学
校進学者のカテゴリーが加わった。就職者等は、官
公署と教員が別れた。
　表4から、大正9-15年、昭和2-7年、8-13年の
鳥取県内の中学生の進路状況の変化を見てみる。先
ず進学者についてだが、高等学校・大学予科、官公
立専門学校への入学者数は、④期に増えて⑤期に減
少しているのに対し、軍関係諸学校は、これとは逆
に、④期に減って⑤期に大幅に増えている。私立専
門学校は、漸次、増加傾向にある。このことは、筆
者のこれまでの一連の先行研究6）でも明らかにした
が、昭和初期の金融恐慌から世界恐慌、そして昭和
6年の満州事変から、昭和12年の日中戦争の開始
のこの時期の状況が、旧制中学の生徒の進路にも大
きな影響を与えたと考えられる。つまり進学者の全
体の数は、この時期に減少し、軍関係の学校のみ大
幅に増加していることである。
　次に、就職者についてだが、官公署へ就職する者、
その他の物は増加しているが、教員になる者は逆に
減少している。ここでいう所の教員の中心は、師範
学校卒では無いので、代用教員が中心であることも
一つの理由であると考えられる。実業関係は、昭和
以降は減少傾向にある。
　表5は、鳥取一中の大正9-15年、昭和2-7年、
8-13年の進路状況をまとめたものである。先ず進
学者についてだが、高等学校・大学予科への入学者
数は、④期に少し増えて⑤期に減少しているのに対
し、官公立専門学校、私立専門学校は、漸次、減少
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表4  鳥取県内中学、大正9-15年、昭和2-7年、昭和8-13年卒業者（中途退学者含）の進路状況
 
高等学校
及大学予
科入学者
官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者
私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者
陸海軍諸
学校入学
者
官公署ニ
奉職シタ
ル者
教員トナ
リタル者
實業ニ就
キタル者
其ノ他ノ
者 合計（人）
③T9-15 202 446 305 31 124 149 689 601 2,547
④S2-7 333 529 228 19 158 67 1,406 1,317 4,057
⑤S8-13 219 279 223 78 285 40 1,240 1,408 3,772
合計（人） 754 1,254 756 128 567 256 3,335 3,326 10,376
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第六巻(大正8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第七巻(大正12年、13年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第八巻(大正14年、15年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第九巻(昭和2年、3年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十巻(昭和4年、5年)』     
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十一巻(昭和6年、7年、8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十二巻(昭和11年、12年、13年、15年)』より作成。
（*大正11年と昭和15年は資料無し）
表5  鳥取一中、大正9-15年、昭和2-7年、昭和8-13年卒業者（中途退学者含）の進路状況
 
高等学校
及大学予
科入学者
官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者
私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者
陸海軍諸
学校入学
者
官公署ニ
奉職シタ
ル者
教員トナ
リタル者
實業ニ就
キタル者
其ノ他ノ
者 合計（人）
③T9-15 101 186 108 14 24 53 70 249 805
④S2-7 104 166 72 7 37 14 184 466 1,050
⑤S8-13 40 67 68 19 99 11 260 467 1,031
合計（人） 245 419 248 40 160 78 514 1,182 2,886
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第六巻(大正8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第七巻(大正12年、13年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第八巻(大正14年、15年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第九巻(昭和2年、3年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十巻(昭和4年、5年)』     
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十一巻(昭和6年、7年、8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十二巻(昭和11年、12年、13年、15年)』より作成。
（*大正11年と昭和15年は資料無し）
表6　米子中、大正9-15年、昭和2-7年、昭和8-13年卒業者（中途退学者含）の進路状況
 
高等学校
及大学予
科入学者
官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者
私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者
陸海軍諸
学校入学
者
官公署ニ
奉職シタ
ル者
教員トナ
リタル者
實業ニ就
キタル者
其ノ他ノ
者 合計（人）
③T9-15 68 140 97 7 25 51 228 155 771
④S2-7 109 171 68 9 34 36 326 343 1,096
⑤S8-13 92 76 48 19 50 20 236 432 973
合計（人） 269 387 213 35 109 107 790 930 2,840
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第六巻(大正8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第七巻(大正12年、13年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第八巻(大正14年、15年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第九巻(昭和2年、3年)』   
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十巻(昭和4年、5年)』     
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十一巻(昭和6年、7年、8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十二巻(昭和11年、12年、13年、15年)』より作成。
（*大正11年と昭和15年は資料無し）
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表7　倉吉中、大正9-15年、昭和2-7年、昭和8-13年卒業者（中途退学者含）の進路状況
 
高等学校
及大学予
科入学者
官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者
私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者
陸海軍諸
学校入学
者
官公署ニ
奉職シタ
ル者
教員トナ
リタル者
實業ニ就
キタル者
其ノ他ノ
者 合計（人）
③T9-15 25 101 67 4 16 30 182 112 537
④S2-7 39 82 50 2 33 12 362 275 855
⑤S8-13 25 50 46 19 49 2 398 204 793
合計（人） 89 233 163 25 98 44 942 591 2,185
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第六巻(大正8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第七巻(大正12年、13年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第八巻(大正14年、15年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第九巻(昭和2年、3年)』   
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十巻(昭和4年、5年)』     
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十一巻(昭和6年、7年、8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十二巻(昭和11年、12年、13年、15年)』より作成。
（*大正11年と昭和15年は資料無し）
表8  育英中、大正9-15年、昭和2-7年、昭和8-13年卒業者（中途退学者含）の進路状況
 
高等学校
及大学予
科入学者
官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者
私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者
陸海軍諸
学校入学
者
官公署ニ
奉職シタ
ル者
教員トナ
リタル者
實業ニ就
キタル者
其ノ他ノ
者 合計（人）
③T9-15 8 17 32 4 57 15 202 85 420
④S2-7 1 17 19 0 47 5 424 89 602
⑤S8-13 1 6 23 2 48 3 225 92 400
合計（人） 10 40 74 6 152 23 851 266 1,422
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第六巻(大正8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第七巻(大正12年、13年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第八巻(大正14年、15年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第九巻(昭和2年、3年)』   
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十巻(昭和4年、5年)』     
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十一巻(昭和6年、7年、8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十二巻(昭和11年、12年、13年、15年)』より作成。
（*大正11年と昭和15年は資料無し）
表9　鳥取二中、大正9-15年、昭和2-7年、昭和8-13年卒業者（中途退学者含）の進路状況
 
高等学校
及大学予
科入学者
官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者
私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者
陸海軍諸
学校入学
者
官公署ニ
奉職シタ
ル者
教員トナ
リタル者
實業ニ就
キタル者
其ノ他ノ
者 合計（人）
③T9-15 - 2 1 2 2 - 7 - 14
④S2-7 80 93 19 1 7 0 110 144 454
⑤S8-13 61 80 38 19 39 4 121 213 575
合計（人） 141 175 58 22 48 4 238 357 1,043
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第六巻(大正8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第七巻(大正12年、13年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第八巻(大正14年、15年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第九巻(昭和2年、3年)』   
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十巻(昭和4年、5年)』     
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十一巻(昭和6年、7年、8年、9年、10年)』
文部省  1988,『全国中学校ニ関スル諸調査  第十二巻(昭和11年、12年、13年、15年)』より作成。
（*大正11年と昭和15年は資料無し）
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加しているが、教員になる者は逆に減少してい
る。
3.  ③④の後半の時期を各学校別に検討すると、
データの内容から、先発校の鳥取一中と米子
中、後発校の倉吉中と鳥取二中、私立の育英中
に分類できる。
4.  先発校の鳥取一中と米子中では、官公立専門学
校、軍関係諸学校、実業関係で傾向に差が見ら
れる。
5. 後発校の倉吉中と鳥取二中では、私立専門学
校、教員になる者で傾向に差が見られる。
6. 私立の育英中は、進学者の全体数が、他の4校
より、大幅に少ない。
　これらの点については、当然のことながら各学校
のいわゆる校風や伝統にも影響があると思われる。
これら5校の学校関係資料を読むと、最初に示した
城下町の鳥取一中と、商都の米子中の比較と同様
に、鳥取一中と鳥取二中の比較の記述が出てくる。
例えば以下の様な指摘がある。
　「（鳥取）二中の卒業生は、「洋風でハイカラ、バ
タくささはあったが、個性を伸ばそうとする環境づ
くりに力を注がれ、（鳥取）一中の官学主義教育に対
して、二中は私学的ユニークさをもった教育であっ
た」8）
　「（昭和初期）創立以来、（鳥取）一中とは対照的
に軍関係諸学校志願者が少なかったものが、漸次増
加する。海兵（海軍兵学校）、海機（海軍機関学校）、
海経（海軍経理学校）三校に揃って入学したのは、
昭和十年からといわれる（後略）」9）
　この一中と二中との比較による、いわゆる「二中
型」の校風については、鳥取二中、岡山二中、浜松
二中、鹿児島二中などを取り上げ、「清新で小じん
まりした、行儀の良い、荒っぽさのない、おとなし
い生徒と言う感じがそれであった」という鳥取二中
の教員の指摘もある10）。
　なお各学校の生徒数については時期によって異な
るが、参考までに、大正15年の各中学全体の学級
が、経営的にはかなり苦しく、入学者数もかなり少
なかったようである7）。
　次に就職者等についてだが、官公署と教員になる
者は減少傾向である。実業界へ就職する者は、④期
に増えて⑤期に減少している。その他の者は、少し
ずつ増加している。
　表9は、鳥取二中の大正9-15年、昭和2-7年、
8-13年の進路状況をまとめたものである。先ず進
学者についてだが、大正12年の開校ということも
あり、卒表生を中心とした進路状況を考えると、実
質は④期と⑤期の検討になる。高等学校・大学予科、
官公立専門学校入学者は、④期から⑤期にかけて減
少している。逆に、私立専門学校入学者は増加して
いて、軍関係諸学校への入学者は激増していて、ま
さに時代背景を実証している。
　次に就職者等についてだが、官公署、教員、実業
関係とすべて増加傾向にある。その他の者も増加し
ている。入学者が減った学校等の一部が、こちらに
流れたことも推察される。
４．まとめと今後の課題
　鳥取県の旧制中学校5校（鳥取一中、米子中、倉
吉中、育英中、鳥取二中）の生徒の進路状況を、①
明治37-44年、②大正1-8年、③大正9-15年、④
昭和2-7年、⑤昭和8-13年の5つの時期に分け、
①②の前半の時期と、③④⑤の後半の時期に分けて
比較・検討した結果をまとめると、以下のことがい
える。
1.  ①②の前半の時期は、鳥取県全体としては進学
者も就職者も、その他の者もすべて増加してい
る。該当する2校においては、鳥取一中もほぼ
同じ傾向にあるが、米子中は進学者は減少し、
就職等についても違う傾向が見られる。
2.  ③④の後半の時期は、鳥取県全体としては進学
者は、高等学校・大学予科、官公立専門学校へ
の入学者数は、④期に増えて⑤期に減少してい
るのに対し、軍関係諸学校は、これとは逆に、
④期に減って⑤期に大幅に増えている。私立専
門学校は、漸次、増加傾向にある。就職者につ
いては、官公署へ就職する者、その他の物は増
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数と生徒定員と志願者数を以下に示しておく11）。
・鳥取一中（20学級、1000人（募集人員200人）、
志願者数360人）
・米子中（20学級、1000人（募集人員196人）、志
願者数475人）
・倉吉中（15学級、750人（募集人員150人）、志願
者数276人）
・育英中（10学級、450人（募集人員150人）、志願
者数111人）
　今後の課題としては、同じ山陰の島根県の事例と
の比較・検討も必要であろう。また、各学校の学校
誌史、校友会誌等のもう少し詳細な比較・検討も必
要であると思われる。
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